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共 同石油(グ ル ープ)の 成立
山 岡 暁
1は じ め に
20世紀 末か ら激化 す る国際 的な資本 の大競争 において,世 界 の石油 産業 を支
配す る石油 メ ジャー ズ(国 際 的 石油 資 本)は 転換 期 をむか えて い る。 ブ リ
テ ィッシュ=ペ トロ リアムとアモ コの合併(19984r12月),エクソ ンとモー ビ
ルの合併(99年11月)に代表 され るように,そ れは国際的石 油産業の競 争構造
を大 き くつ くりかえ るものであ る。 こう した国際的な石油産業の再編 に従 うか
た ちで 日本の石油 産業 も再編 が進 みつ つあ る。現在,再 編 は進行中であ り最終
的に落ち着 く先が明確 なわ けで はないが,エ クソ ン・モー ビル系,新 日本石油
(旧日石三菱)系,出 光興 産系,ジ ャパ ンエ ナジー=昭 利 シェル系,の 大 き く
4グ ループに統合 ・集約 されてい くように思われ る。
ところでR本.石油産業の再編 ・統合 はい まには じまった ことで ぽない。 じつ
は40年ちか く前 に も行 われた ことが あった。 それ こそ が 「共同石油(グ ルー
プ)」の成立 であ った。共同石油 とは,1965年に通 産省の共販会社構 想 に もと
づ き,日 本鉱 業,ア ジア石油 および東亜石油 とい う民族系石油企業 の石油製 品
販売部 門をま とめあげる ことによって発足 した石油共販会社で あった。
この共販 会社構 想 につい ては前編1}ですで に明 らか に した。それ は当時 の石
油をめ ぐる資本 の国際 的な競争 の下で,日 本 の石油企業 は国外 の上流部分で は
石油 メジャーズ と競 争 してい くことは困難で ある,と い う認識 を前提 に して,
国内の石油精 製 ・販売 とい う下流部 門において,石 油 メジャー ズと渡 りあえ る
D拙 稿 「石油業法から共販会社構想へ」『経済論叢」第170巻第2号,2〔}02年6月。
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民族系石油企業 を育成 しよ うとす る ものであ った。 そ して,当 時 の国内石油 市
場 における 「過当競争」 を収拾 し,さ らに これ を通産省の統制下 にお くことに
目的があ った。そのため には,通 産省 による市場統制 の中心 とな りうる民族系
石油製品販売企業 を育成す る ことが必要 とされた ので ある。
本稿 で は,共 販 会社構.想以後 にお ける,共 同石油(グ ルー プ)2;の成立過程
につ いて,こ れ に関わ った諸企業 の視点か ら分析 し.,成立を可能 に した各社 の
戦略 の内容 と特質 を明 らか に したい。
11日 本鉱 業 ・ア ジア石油 ・東亜石油の前史 と特徴
共 同石油 〔:グループ)の 成立 の過程 を追 う前 に,そ の成 立当初か ら参加す る
こととな った 円本鉱 業 ・アジア石油 ・東亜石 油の3社 につ いて,前 史5トと特徴
を述べ てお こう 〔3社の1965年度 の.概要 につ いては第1表 を参照)、,
1日 本 鉱 業
日本鉱業 は,1905年12月,久原房之助 が茨城県 の赤沢 銅 山を譲 り受 け,[.日
立鉱 山」 として再発足 させた ことには じまる。久原 は,ユ2年,久 原鉱 業株式 会
社(資 本金1000万円)を 設立 し,日 立鉱 山の事業 を受 け継 いだ。その後,久 原
は,28年3月.義.兄 の鮎川義介 に社長 をゆず った。
鮎川は,1928年12月,久原鉱業 を持株 会社化 させ,社 名 を 日本産 業株式 会社
へ と改めた。そ して,29年4月,日 本産業株式会社 の鉱山 ・精錬部 門の分離 ・
独立 によ り,円 本鉱業株式 会社が 設立 された。その後,こ の 日本鉱業 は,日 立
2,こ の新会社の設立 に参加 ・関連 し,「共 同イ1油系iと され た諸企 業の総 称 を 「共同石油 グルー..
プ」 と呼ぶコこの共同石油 グループは,共 同石油本社 と参加 した諸企業 との関係 が親 爵社 ・子 会
社の関係にあるわけではな く.親 会社 の事業 を中心 として形成される親 ∫.関係 型の 「企業 グルーー
プ」 〔下谷 政弘 田 本の系列 と企;業夘 レー プ∫.有斐閣,1993荊で はない.拙 稿,前 掲論文 脚
注7),を参照 。共 同石油 グループおよびその他の石拙 企業 の存在 形態 についての詳細 は別稿 に譲
る。
5!石 油通信社編1石 油30年のあゆみ玉石油通信社,1985年,石油通信社編1石 油35年の歩み/石
油産業政策体 系の系譜』 有油通信#L.199〔,年,および,共 同石油20年史編纂委 員会 「共同石油2〔〕
年史」 共同石油株 式会社,79881,などを参照 した。
72(458) 第170巻 纂5・6号
第1表 各社 の概 要(1965年度)
日 本 鉱 業* ア ジ ア 石 油
レ.
東 亜 石 油
資 本 金 130億円1 37*5000万円 30億円
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油槽所貯油能力 17)31605kl(39ケ所:1 Z万8275k巨22ケ所 〕
…
4万7454kl(13ケ所)
特 約 店 数 262店(/964年度 末:ト 96店(1966年6月 末:】 161店1(1965年12月末)
給 油 所 数 1178ケ.所〔1965年度 劫 543う.所(1965年/朋末) 362ヶ所(1965年12ノ.1末1
出所:共 同石油70$史編纂 委員会,前 掲 書,3536,3839,4〔}41ぺ・..ジをも とに作成c
注:寧主要事業;非 鉄 金属鉱業,精 錬 業,化 学工業,石 油採 掘業,石 油精製業,金 属加工業。
艸 金属 事業部 門 シ.㌃ア=銅26%,硫酸8% .銀25%〔以.ヒ全国1位},金24%,硫 化鉄 鋼
19%〔2位),鉛IS%〔3位),亜鉛14%〔4位:}。
寧**常圧蒸劉 装置能力の ことであ る。
製 作 所 や 日 産 自動 車 な ど と と も に,い わ ゆ る 「日 産 コ ン ツ ェ ル ン」 の 中 心 的 存
在 と な っ た ㌔ 石 油 事 業 は,33年,秋 田 県 の 雄 物 川 油 田 に お い て 出 油 に 成 功 し,
原 油 生 産 を 開 始 した こ と に は じ ま る 。 そ の 後,39年 に 早 山 石 油 の 秋 山 県 の 船 川
製 油 所(常 圧 蒸 留 装 置 能 力1000B/Dつ を 買 収 し,石 油 精 製 業 に 進 出 し た 。
戦 後 に は,1952年4月 か ら 輸 入 外 貨 割 当 を 受 け,10月 か ら船 川 製 油 所 に お い
て 輸 入 原 油 の 処 理 を 開 始 し た(30008/D)。 そ の 後 も 幾 度 か 精 製 処 理 能 力 を 拡
大 した が,と く に59年9月,岡 山 県 お よ び 倉 敷 市 と の 問 で 水 島 コ ン ビ ナ ーー トに
の 戦.前の 「H産コンツェル ン1は 「企楽 グルー プ1と1,ての新興 コンツェル ンではな く,1.企業
グ,レー.刈 を複 数抱 え る新興 の則.ire一あるにそ して,そ の傘下企業 であ る「1.紅鉱業 ・[L,製作
所 ・「下塵自動 車な どが 「企業 グルー.プ」である.=.不祥脚.前掲 書,172ペー ..ジ以.卜.,を参照.、
5)R/DLtIバー レル/ト目 の略表記であ る。なお1バ ー レルは0.159k]であ る.
共同石油 げ ルー.プ)の1此立:459:)7.,
おける工場立地協定 を締結 し,太 平洋岸へ の進 出を果 た したこ との意味 は大 き
かった。
2ア ジア石油
アジアイ..Aは,興亜石油が横 浜か ら撤 退 したのを引 き継 いで,1952年10月に
亜細亜石油株 式会社唄 資本」,5000万円)と して設 立 され た新 興の石油 企業で
あ った、.,社長 には興亜石油の子 会社 ユニ オン油脂1:社 長であ った島野弥之介
が就任 し,従 業員は興亜石油か ら移籍 した50数名に よって構成された。
アジア石油は,1953/-3月,興亜石油横浜製油所を8100万円で買い取 り,操
業 を開始 した、.,この横浜 製酒 所 ぽ,敷 地 面積5万平 方 メー トル,タ ンク侶基,
貯 油 能 力1万9000klで,精 製 設 備 につ い て は 真 空 蒸 留 装 置300B/Dと
500B/Dが各1基 あ るのみで,常 圧蒸留装置 は所 有 していなか った。そ し.て同
:年5月,輸 入外貨割当16万4180ドルを受 け,輸 入原油 の精製 を開始 した。そ の
後,54年3月,横 浜製油所の隣接地1万6500平方 メー トルを購 入 し,ま た北海
道 人造石油,,滝川..1場の コガシ ン蒸留装 置 〔3QOOB/D)を1500万円で買い取 り,
これを横浜製油所 に移設 した。翌年3.月,こ の装.置に6000万円を投 入 して,第
1常圧蒸留装置 として完成 させ,燃 料油 販売 を開始 した。
この間,1953年7月に第 ユ回増資(5000万円)を 行 い,大 洋 漁業 が株 主 とし
て加わ った。その後,59年6月 には,ア ジア石油 の株 セは,日 本交通 グルー プ
50%,大洋漁業 グルー プ50%とな}〕,興亜石 油系の持株 はすべて消 えた。
その半年後 の1960年2月,ア ジア:石油 ぽ北 日本石油81と.合併 した。 このため
6}ア ジア石油の社 名は,設 立時 〔1952年/〔〕月)の 「亜 細亜石油」,北日本石油 との合併 時 〔60年
21])からの 「新亜細亜石油」 への嚢虫,62年12,】以降の 「亜細亜石油」の再使用、64年ll∫1か
らの 「アジア石油」,のII頃で変更 され ているuな お 本:稿で は特別 な事情が ない 限 り 「アジア石 油」
の表記で統 ・す る。
7)人 造石油産業 とは戦時期において石炭な どか ら液体燃料 を合成 し,こ れの国内需給化を 目指 し
た化学産業であ り,北海道人造 石油 もその企業の ひとつであ る。人造石油産業 について、詳 し く
は,卜.:谷政弘 四 本化学工業 史論』i卸茶の.水書鳳1982年.223-226ぺ・一ジ,を 参照 ・
8)北F体 石油は,1956年鮮1、大洋漁業 な どによ ゲ ⊂設立 され た 〔資・栢 理 瓢OOI)ン'」.円)・・その
後,56年1111,函館 に1万20〔}〔}Binの常圧 蒸留装置 を完成 さぜ操業 を開始 した。 し.かし噛11初ノ
74〔.4Eil...D 第170巻 第5・ 弔 ∫』
ア ジア石油の株主 には,あ らた に北 日本石油 の株主で ある丸善石油が登場 し,
持株比率 は 日本交通 グループ39%,大洋漁業 グループ39%,.丸善22%とな った
(そののち丸善石油 は,63年3月 にアジア石 油の株式 をす べて 手放 し,10%を
三井物産 に,12%を川鍋秋蔵叫に譲 渡 した1[り。
アジアイ.「油 は,1961年4月,横 浜 第zls場に第3常 圧i蒸留装置(3万B/D)
を完成 ・稼働 させ,精 製能力 シェアを5.1%とした、,さらに翌年7月,第4常
圧蒸留装 置 〔5万B/D)を 発注 した。 しか し,そ の直後 に制定 された石油業
法 にもとつ く設備 申請は,こ の装置 か ら生産され るナフサ留分 の過剰生塵が市
場 に影響 をおよぼす懸念があ る11:1として,許 可 を受 けることはで きなか った。
3東 亜 石 油撒
東亜石油 は1924年2月に発足 した 「日本重油株式会社」 には じまる。 日本重
油 は三井物産 の輸.入す る重油 の ・手販売 を目的 として,日 米礪油 な どの 日本石
油 の在.京有力特約店5祉 が均等 出資 した もので あった。 日本重油 は,42年に 口
米磯油 の関東以北 と中国 大陸(北 京 ・天津 ・青 島 ・一L海)の両地 区を継承 し,
「東亜石油株式 会社」 と改称 した(資 本金126万円)。
戦後 にな って,.東亜石油 は,1949年4月の配給統制解 除を契機 に 日本石油 の
特約店 に復帰 し,重 油 を中心 に石油製 品を販売 した。さ らに,51年6月,潤 滑
....、予 定 していた 日本石油へ の販売 一任が実現せず.操 業 ・採 算の確保が 困難 とな.つた。そのため,
57年1〔リ1,丸善 石油が50%の株 式を取得 し,北 日本石油 の経営 に乗 り出 していた.
9>川 鍋秋蔵は 日本交通 ダループを育て.Lげ「ダクシー業 界立志 伝中の人物」 といわ れた。 日本交
通 グルー プの石 油産業 への1獲Ilhは,みずか らの タクシー車両用燃料 をで きるだけ低 コス トで確保
す るための ものだ といわれた.'石油業界 最近の話題1肝f油 」 第19巻第5ぢ.,1963年5月,62
ペー ジ.=
lo)丸善石油は】9諺年頃から繹 営危機に陥 っていた.ア ジア石油株式の放出は,経 営 危機に対する
財界中心の醇建顧問団の結成,社 長以下幹部の更迭,ユ ニ オン・オ イル社の出資,な どの経 営再
建 のために とられた措 置の一.'つであ っλ二。
1D「 従来 か ら同社(ア ジア石油 引用者注)の 最 大の問題 は,ナ フサ留分の処理で あ った。ナ フ
+,.で販売す るには隣接 する石油化学 コンビナー トがな く,ガ ソリンで販売す るに は販売力が不足
していた」,,共同石油20年史編 纂委 員会,.前掲書,38ペー .ジ。
12:1以.1・.,{1油文化編 集部 「東亜石油創業6畔..1『石～前文化」 第11巻第 呂.号,〕963年8月.も参照
した、.
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油輸 入元売業者 の指 定 を受 け,ア トラ ンチ ック ≡リ ッチ フ ィー ル ド(ARCO)
社 から潤滑油用 の原料油 および製 品を輸 入 し,原 料 油はブ レン ド加工 して,東
亜石油 の自社製 品 とし.て.販売 し.た。その後,53年1月,燃 料 油輸 人元売業 者に
指 定され,製 品輸 入外貨割 当を受 け,重 油や軽油 な どの輸 入 と販売 を開始 した、
さ らに同年U月,川 崎 市に輸 入燃:料油 の基 地 として5万9490=方メー トルの敷
地を確保 して タンクを建設 した(第1工 場),,その後,55年8月,こ の敷 地に
6000B/Dの常r.蒸留装置 を完成 させ,1955年度上期分 として3000B/D分の外
貨割当を受 け,同 年9月 か ら運転 を開始 した。さ らに,56年1Z月,この常 圧蒸
留装置を1万B/Dに 増強 した。
東亜石油は,以 上 の石 油精 製業および元売業への進出を契機に,ユ956年7月,
日本石油 との特 約店 契約 を解 消 した。 この ように,東 亜石油は アジアイ1油と同
様,戦 後か ら石油産業への本格的進出をは じめた新.興の石油企業であ った.,
4日 本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石油3社 の特徴
ここで,こ の3社 の特徴 について簡単に まとめてお こう 似..ド,笛2表を参
照)。
日本 鉱業 ・ア ジア石 油 ・東亜石 油 の3杜 の燃料油 合計販 売 シェア(1965年
度)は,そ れぞれ4.4%・3,0%・2.9%であ った。 これ は,日 本石油,出 光興
産.三 菱石油,な どに次 く"11・12・13位であ った。つ ま り,共 同石油 グループ
に参加 した3社 は,販 売部門 において最 ド位 グルー プの企業 にす ぎなか った。
この3社 の燃料油合計販売 シェアを合計す る と10.3%であ り,日 本石油,出 光
興 産に次 ぐ3位 に位置で きる程度であ った。
次 にこの3社 の精製 能力 シェア(.1965年度)は,そ れぞ れ5.3%・2.7%・
2,4%であった。 これは,出 光興産,]本 石油精製,東 亜燃料工 業,な どよ り
下位 に位置す る10・13・.14位であ った。つ ま りこの3社 は,精 製部 門で も最下
位 グルー プにす ぎなか った。 また3社 の精製能力 シェアを合計 し.ても10,4%で
あ り,よ うや く4位 を占め る程度であ った。.
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第2表 燃 料 油 合 計 販 売 シ 」.アお よ び精 製 能.カシェ ア 〔1965年度)
燃 料 油 合 計 販 売 シ よ ア
メ ン ヤ ー.ス メ ジ ャー ズ系:民 族 系
5.シ 」.ル 毛ゴ2由
6.モ ー ビ ル 石 油






2.品 玉)亡 興 産1.6.6%
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精 製 能 力 シ 」.ア
メ ジ ヤ ー.一ズ .メ ジ ヤ ー ズ 系 民 族 系
..
1.出:光 興 産 11.7%
2.日 本石 油 精 製 L1.3%
3.東 哺燃 料 ⊥ 業 11.2%
(3社合 計* 10.4%)
4.昭和石油四[市 呂.7%
5.興1匝 石 油 7.2%
6. 丸 善 石 油 6.7%
7,.一… 菱 石 油 6.O%
8.大 協 仁 油 5,日%
9.ゼ ネ ラ ル 石 マ山5.6%
10.日 本 鉱 業 5.3%
:H,昭 和.百 油 5.0%
1
12.太 陽{ゴ 油 2.9%
:13.ア ジア 石 油 2.7%
18,H本:f「 油0.8%.
14.東 亜 石 油
15.九 州 石 油
16.富.1二 興 産







出所:石 油 通 信 社 編,前 掲 『石 油35年の 歩 み」 を も とに 作 成 、,
注 油 日本 鉱 業,ア ジ アそf油,卿 耳1:.f.[汕の3礼 分"〕合 計f直.,
共1弓台油(グループ)の成立(463::77
つま り,共1・f】石油 グループに参加す るこ ととなる3社 は,精 製 ・販売 の ト'流
部門全体を通 じて最.ド位 グループに位置す る弱小 の石油企業だ ったのである。
3社の販売 シェアや 精製能力 シェアを合わ せて,よ うや く中堅 グループに位置
す ることができる とい う規模で あった.
3社それぞれの経営上 の特色 としては,第1に,日 本鉱業 は石油のみを中心
とす るのではな く,非 鉄 金属 と石 油の2つ の事業を中心 としてい る,と い うこ
とがあげ られる。第2に,ア ジア石油は,日 本交通が 自社で使用する 自動車燃
料 を低 コス トで確保 するために,交 通業か ら石油産業へ と他部門展開 した こと
には じまってい る,と い うことがあ る.第3に,東 亜石油は もとは 日本.石油の
特約店であ り販売専業であ った ものが,精 製業へ と.上流展開 した,と い うこ と
が指摘で きる。
以上,日 本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石油の3社 は,精 製 ・販売の下流部門 に
おいて,3社 ともに最下位 グルー プに属す る弱小の民族系石油企業 とい う類似
性 を持 ち,ま た,3社 それぞれ に異 な ったユ ニー クな経緯 や経 営.1Lの特.色を
持 っていたのであ る。
III新共販会社設立参加への意思決定
ところで,目:本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石油 および大協石油 の民族.系石油企
業4杜 は,政 府 の集約要請 に応 じて開銀融資 とい う財政資金 に頼 るか,原 油 ひ
も付 きロ ・ーンへ の依存 を続 けるか,の 選択 を追 られ ていた。4社 とも,政 府 の
要請 に対 し.ては意欲 的で あ った。
当時の民族系石油企業 の状況 は各社 さまざまで あ った。出光興 産は独 自路線
を とり石油連 盟か ら脱退q..1であ り,丸 善石油 はユ ニ オン・オ イル社の資本参加
(33%)を得 て再 建途 上で あ った。 そ して,日 本 鉱業 ・ア ジア石油 ・東亜石
油 ・大協石油の4社 は,原 油 自由化後 の市場混 乱の影響 を受 けて,資 金 面 ・経
営 面で窮状 に陥 っていた。
4社 は こうした事 情 をかかえ るなかで,政 府関係 各方面か らの強い要請 もあ
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り,政 府.方針 に 「協力..1する方向で動 き出 した。 た とえば].本鉱業 は,金 属部
門 と資金 を取 りあ うた めに石油部門 α)展開が遅れ ている状況 を打 開す る契機 に
な りうると判 断 した1㌔,あるい はアジア石油 は 「体質的に販売があ ま り得意で
はな く,共 販 の設立後 は当面共販 をプー ル ・ジ ョイ ン ト機 関 として持 て余 して
いた製品 をこの プー ルに預託す る狙い」二勧を持 ってい た。 また,こ の間,新 会
社へ の参加が想定 され る各社か らの設備 の新設 ・増設 申請 に対 して,通 産省 は
優先 的な許可 を与 えて お り陶,そ の継続が期待 されていた。
通 産省 は4社 に対 して次 のよ うな要請 した。す なわ ち,(b参 加会社 はなる
べ くすみやか に(3～5年 以内)そ の販売部 門を新会社 に全面 的に集約す る こ
とを目標 とす る こと,鋤 全面 的集約 まで の問,対 外的 には参 加会社の製品 は
新 会社 が販売す る とい うたて まえを とるこ と,個 全面的集約 までの過渡期 的
期 間であ って も,各 社 の既 存油槽所 はすべて新.会社 に出資す る こと,幽 新 会
社 の発足 は1964年12月1日とす る こと,の4点 で あ った1%
大 協石油 は,そ の後,こ の共販会社構想へ の参加 を見送 る こととした。その
理 由は,精 製部門 を分離 して販売部 門のみ を集約 して も,は た して民族系石油
企業 の経営基盤が強化 され るのか,と い う疑問 の声が社内 にあ った こと=71と,
特約店か らの強い反対があ った こ とであ った1%
13)日本鉱業副社長で ある林 ・夫 は 「日本鉱業み たい な,い ろいろな部門 をや ってい ます と,あ る
場合 においては,予 算の分捕 りが起 こる」,1.目木鉱業の資金量は限 られてい るが,石 油部門の使
う全高 ぽ,他 の事業部門に くらべて非常に 大きい部分 を占め てい る…,「石油事業 とい うもの は.
過当競 争.のために,工 場がで きた途端 に儲か るとい うもので はない。む しろ損 をす る。 だか ら儲
か らないに もかかわ らず金を食 うじ.やないか、ほかのほ うてそれだ けの金 を使わせれば,も う少
し儲 かる ことをや れるん じゃない か とい う.人も出て くる。 しか し,こ うい うことを繰 り返 して
おった ので は,と て も日本鉱業の石油事業を興す ことはで きない。そ こで どう して も,政 府の 大
きな政策 に乗 ることが必要であ ると,こ うい うことを考 えた」 と述べて いる。林一・夫 「共同石油
への期待」 「エコノ ミス ト.11965年5月11日,38ペー ジ,、
14)「大詰 めを迎 えた共販会社」 『石油政策工第4巻 第59号,1965年2月5日,14べ・一ジ。
15〕拙稿,前 掲論文,を 参照。
t6)共同石油20年史編纂委員会,前 掲書,77ペー ジ。
17)大協石油で は,日 本鉱業が新会社の中心 となれば,自 らは中核 とはなれ ない ことを懸念す る.1真
重派が,共 販会社 は時期早尚であ ると主張 し,こ れが大協石油の方針 となった。 前掲 「大詰めを
迎え た共販 会.肚⊥14-15ページσ
18)渡部行 「10MO宣 言」TBSブ リタ三 内,1994年,108ページ。 大協石油 は後 に合併 し,/
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結局,日 本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石油の3社 だ けが共販会社 に参加す るこ
とにな った。それは3社 以外(出 光興産 ・大協石油な ど)を もふ くめたすべて
の民族系石油企業の集約は容易では ないため,ま ず賛成す る会社か らスター トー
す る ことが賢 明であ る とい う判断 に よる ものであ った。 しか しこの時点 で は
「3社は,:共販会社設立に賛成 しなが らも,販 売の全面的集約 までは決心がつ
いていなか った」のであ って,そ れは 「共販会社に よって と りあえず油槽所施
設の共同化,相 互委託 精製,恒 久的な ジ ョイン トな どを何 年か続け,改 善 と合
理化を進めたのちに,同 社(の ちの共同石油一 引用者注)を 油槽所の共同利用
を一歩進めた程度 の ジ ョイン ト会社的性格の もの と し,そ の後に販売集約を行
う」1:,:とい う構想 に とどまってい た。
その後,3社 は何度 か会.合を開 き,1964年夏頃,次 の ような構想を結論 と し
た1,すなわ ち,〔D'ただ ちに販売 部門 を全 面的 に集約 させ るので はな く,既 存
の油槽所 の共 同利用 を行 うこと,u/2)nnは3杜がい ったん共販会.社へ売 り渡
し,そ れを3社 が共販 会社 から買い戻 して,3社 の販売ルー トを通 じて販売す
る,共 販 会社 は3杜 が不足す る製品を 精 して買い,余 る製品を.・括 して ジ ョ
イ ン トさせ て処理 す るこ と,1:3〕油槽所 ・給油所 は,共 販 会社 が 日本開 発銀 行
か ら融資を受 けて建設 し,油 槽所 は共販 会社 の所有 とし,給 油所 は各社に配分
し,.各社のマ ー グ叫によ って販売す る こと,幽 完.全な販売集 約に は数年 を必
要 とする こと,⑤ 製品企画 は3社 間で統一す ること,で あ った211。
通産省 は,1964年9月初旬,こ のよ うな結論 を出 した3社 に対 して,大 蔵省
お よび 日本開発銀行へ の説 明の都合 のため,共 販 会社構想 をよ り具体化 するよ
う指示 した。 これ にたい して,同 年9月.14日,三間安市 日本鉱業社長 ・川鍋秋








議 を行 い,次 の よ うに回答 した。す なわ ち,〔/)設立時期 は1964年11月中旬 と
す るこ と,〔2)設立当初の資 本金は1億5000万円(3社 均等5000万円つつ)と
す るこ と,(31油槽所 ・油槽所用地 な どの既存分 につ いて は現物 出資 とす るこ
と,〔4:11965年4月まで に3杜 の精製 ・販売部門 を分 離 して,.販売部 門 を共販
会社 に移す こ と,(5)共販 会社 は3社 の全製 品を扱 い,油 槽所 ・給油 所等 の新
たな建 設,タ ン ク車 ・ロー リーな どの取得 を行 う こ と,16)将来 は給 油 所 の
マークを統 一す ること,で あ っだ:1'。また この協議 の場 において通産省鉱III局
長 は,1964年内 に共販 会社へ の参加 を決定 する こと,3社 の油槽所 はなるべ く
早 く現物 出資す ること,共 販 会社 を通 じ.た特約店へ の卸売 をす る こと,を 要請
し,3社 の社 長はこれ を了承 した。
且V社 長人事および出資比率をめぐる協議と紛糾
こうして 日本鉱業 ・アジア石油 ・東亜 石油 の3社 は共 同石油へ の参 加を決定
し.,共同イ.f油設 立にむけた具体 的な協議 が始 ま った.し.かし.,新会社 の社 長入
事 と出資比率 とをめ ぐって3社 の意 見は対立 し,協 議 は難航 した、,
3社社長」:雪〕は,1964年}.2月4日,通産省 鉱山局長 を交 えて協議 を行 った。 日
本鉱業は,/.1本鉱業 の油槽所 の現物 出資 は3社 全体 の65%にあたる ことを理由
に,出 資比率の均等案 に反対 し,社 長 は 日本鉱業か ら出す ことを主張 しだ1;。
アジア石油 は,出 資比率 は均 等にする ことを主張 し,社 長については アジア石
油か らは出さない と表明 し.た。東 亜石油は,油 槽所の現物出資は評価 に時間が
かか るので,と りあえず は.賃貸化 し,共 販 会社 が 自己資金か開銀 融資で買い と
る こと,ま た,出 資比率 は均等 にす る ことを主 張 し,社 長 には 「販 売 の熟達
者」 とい う注文を出 した、3社 の主張 のちがいは折 りあいがっかず,こ のため
22〕 共 同 石 油2〔}年史編 纂委 員 会 、前 掲 書,80ぺ ・一入
23)日 本 鉱 業代 表 は,林...夫副 社 長 で あ った,
2射[木 鉱 業 は 「販 売 シ.=アと 油 槽 所 ・SSの 保 有 数 に 比f列し.た資 本 出 資 率 が 妥 当一 と 主 張 し,
1136の資 本 比 率 と林'夫 氏 の 共 販 村 長 憂〉ポ ス トを 要 求 」 した己,前掲 「人詰 め を 迎 え た:共販 余
子十.…,B2'r一一シ.c
共.同.石油(グループ〕の成.立 〔467]8⊥
通産省鉱山局長は3社 長 と個別に会談 して,出 資比率 と社長人事 につい て植村
甲午郎石油審議会会長 に斡 旋す ることを提案 し=5;,各社長 は これを了承 した。
しか し植村は斡旋はさ らに3社 の協 議を煮つめてか らにす る,と い う意向 を明
らか に した。
それか ら10Hほど過 ぎた同年12月16口,出資比率 についての通産.省鉱 山局石
油課私案が提示された。それは,目 木鉱業3{〕%,同主力取引銀行15%,ア ジア
石油20%,同7,5%,東亜石油20%,同7.5%,とす るものであ った。
通産大臣は年明 けの1965年1月25日,記者会見 において,新 共販会社 の社長
人事 について,林一...・夫の内定を.発表 した。 しか しこ.れは川鍋 と近藤 の了解 前で
あ ったた め紛糾す る こととな つだ 民il。3社は,同 年2月27口,社 長 人事お よび
出資比率 について 白紙 に戻 し,通 産省に.一任す るこ とと し.た,同年3月231」,
3社社長 と通産省鉱III局長は協 議を行い,植 村石油審議会会長 に一任す る こと
を決 めた。翌 日,3杜 社民は植村会長 に面会 し社長人事 につい て白紙.一任で斡
旋 を依頼 したn
植村 と3社 社長 は3月30Hに 会談 を行い,植 村か ら第1次 斡旋案が示 され た。
それ は,人 事 について,社 長は林 とす るこ と,調 整役の第 三者 〔役 人な ど)を
設置す るこ と,3社 社長は取締役 とす るこ とであ った。 また出資比率 は 円本鉱
業3:ア ジア石油2=東 亜石油2と す る もので あ った。 これ に対 して各社長 と
も入.事案 には同意 したが,出 資比率 について は反対 した.ま た この際,近 藤か
らインナーキ ャビネ ッ ト的社長会 を設置す る提案があ ったが,川 鍋が反対 し,
そ うした社長会 は設置 しない こ とにな った,、
翌3月3ユ 日,植 村,3社 社長,さ らに通産省鉱 山局長 とで 会談 を行 い,植 村
か ら第2次 斡旋案が出 された、,この斡旋案で は前 口と同様 の出資比率が示 され






の 後,川 鍋 か ら 「日 本 鉱 業 の3は よ い と し て も,東 亜 石 油 と 同 じ2で は 納 得 で
き な い 。 ア ジ ア を2.2ま た は2.3と し,東 亜 を そ れ に応 じ て1.8ま た は ユ.7に
し て ほ し い 」 と の 意 向 が あ り呂7},通産 省 が 調 整 を 行 っ た が 決 着 し な か っ た 。
植 村 は4.月9口 に 関 係 者 を 招 き,次 の よ う な 最 終 斡 旋 案 を 提 示 した 。 す な わ
ち,(1)共 販.会社 社 長 に 林 一 夫 を あ て る こ と,1:2)3社社 長 は 非 常 勤 取 締 役 と し
て 社 長 を 補 佐 す る こ と,1:3:[3社の 出 資 比 率 は 日 本 鉱 業3:ア ジ ア 石 油2:東 亜
石 油2と す る こ と,ゆ3柱 間 で 基 本 協 定 書 を 作 成 す る こ と,で あ っ た 牝 こ
れ に 対 して 日 本 鉱 業 が 出 資 比 率4を 主 張 す る な ど 若 干 の 議 論 が あ っ た が,最 終
的 に3社 は こ れ に 同 意 し た 。 そ の 後,3社 社 長 は,1965年4月9日 付 で,斡 旋
案 の 要 旨 を 成 文 化 し た 「石 油 共 販 会 社 設 立 に 関 す る 基 本 的 了 解 」 と い う 文 書 に
調 印 し た 鋤。
以 上 を 受 け て,1965年4月17日,第1回 共 同 石 油 設 立 準 備 会 が 開 か れ,主 に
次 の よ う な 事 項 を 決 定 した 。 す な わ ち,〔D社 名 は 共 同 石 油=〈`〕}とす る こ と,の
授 権 資 本 金 を14億 円 と し,当 初 払 込 を3億5000万 円 罰 と す る こ と,〔3::1円本 興
業 銀 行 な ど の 市 中 銀 行 に,資 本 金 の う ち の20%の 出 資 を 要 請 す る こ と,(4〕新 会
社 の 社 長 以 外 の 役.員人 事 は,3社 か ら 兼 任 で は な く専 任 の 役 員 を 出 し,3社 社
長 は 共 同.石油 の 非 常 勤.重役 と す る こ と,で あ っ だ ヨ〕。
以 上,3柱 間 で の 協 議 ・調 整 は 難 航 した が,通 産 省 の 斡 旋 や 石 油 審 議 会 会 長
の 仲 介 を つ う じて,共 同 石 油 設 立 準 備 会 の 発 足 に こ ぎ つ け た の で あ っ た 。 こ う
27)共同有れ[120年史編纂委.員.会,前掲書,82ペー ジ。
2S)共1司石油20年・史編.纂委員会,.前掲書,82-83ページ。
29)これがの ちに 「植村斡旋!と 呼ばれ るようになった ものであ る,
30)「新 全社の社 侶は(:石油 共同販 売株式 会社〉 とする予 定で あ ったが,1司杜は参加各社 をま とめ,
.その要 となるべ き中核企業体であ るばか 曽で なく,わ が国の石油政 策と参加各社が期待す る将来
の.発展 の方 向を考慮 し,(販売 〉の 呂字を とって践同石油 とす るこ ととな った。なお(共 同〉 に
ついては く協同〉 を推す向 きもあ ったが,心 や力 を合わせ る程度で は不十分で,設 立趣 旨か らし
て.同....・の資格で結合'する前 者が採用 された」 とい う。共 同イ∫油29年史編纂委.貝会,.前掲畜,鴎
ページ..
3ユ)内訳は,日 本鉱業11142000万円,ア ジア石油9【)00万円,東 亜石油8000万円,金 融機 関7000万円
であ った。
32)「共 同石油/販 売方針 まとま る1「石 油文化」 第13巻第6号,1965年6月.および.共 同石油20
年史編纂委員会,前 掲書,84ペー ジー、.
共同石油1グループ)の成.噸 〔469)呂3
して,よ うや く共同石油 の設立 に向 けた詰 めの作業が 開始 されたので ある。
V開 銀融資 と協調融資
通産 省は1964,1965年度 の共販 会社設立 のための開銀融資 を大蔵省 に申請
した。その資金用途 は油槽所建設(17万6000kl)20億円,給 油所(413ヶ所)
20億円,タ ンク車(40両)2億 円,規 格統 ・のための合理化設備(水 素化 分解
装置および接触改 質装置)28億円 とし,ま た融資比 率50%,3年 すえお き10年
返済,金 利6.5%の特利 を予定 したロまた通 産省は この確保 のため に 「加 藤前
通産省鉱山局長 の開銀 入 りや,平 田開銀総裁」 を 「産業構 造審議 会総.合エ ネル
ギー部会の メンバーに迎 え」知 るなどの画策 を した とい う、,
大蔵省は,ユ964年13月16日,新会社 を対 象 とした開銀融資70億1'1の申請 に対
して,ゼ ロ査定の内示を出 した。そのため,三 間 ・林 ・川鍋 ・近藤 らは,.:手分
けを して復 活折衝の工作を行 った.総 理大臣の佐藤栄作需4:をもふ くめた根回 し
工作が功を奏 し,.同月28口,大 蔵大臣 ・通産大臣会談において,】965年度での
40億円,金 利8.7%(1966年度 の予算か らは6,5%の特利)の 融資が決定 した。
通産省 は,1965年4月9口 付 「石油共販会社設立 に関す る基本的.∫解」 の3
社 間で の成立後,開 銀融資(融 資比率50%)に 加 えて,こ れ に見 合った民 間資
金 調達 の援助のため に,国 内銀行各行 に対 し,新 会社 は国策会社であ るか らそ
の発展 に協力す るよ うに とい う趣 旨で新会社への出資 と協調融資 とを行 うよ う
に要請 した。 これ に対 し,長 期信用銀行3行,都.市 銀行11行,信 託銀行6行 の
計20行が,新 会社 への出資 に応 じる こととな った3匡1。また.協調融資 につい ては
主幹事 行を 日本興業銀行 とし,出 資 を行 う20行に4行 を加 えて協調融資 団が結
成 された。
33)「新業界人脈 〔2〕石油精製i『エコ ノミス ト」1965年1月19日,42ベージ.
34)佐藤栄作 は石油業法 を制 定 した時 の通 産大矩である.
35)開銀融資 は 〔機械工業 や造船業 な どへの融資 に関 して)市 中銀 行融資 をり1き為』せる一 源 び:水〉
効果」を もった という見解 〔橋 本寿朗 『戦後 日本経 済の成長構造』 有斐 閣,Z〔〕01年〕があ るが.
それ とはちが う流 れがAl司石油へ の開銀融資 には存 在するように思われる。別稿にて検討 したい.==
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以上,通 産省 はこの石油共販会社 の設立の ために,金 融面で のL作 活動 も{責
極 的に行 ったので あった。
vi基 本協定書の調印
1965年7月12H,社長会が林 ・夫,植 村石油審議会 会長,大 慈弥通 産省鉱1[1
局長 らも出席 して開催 され,共 同石油設立 の基本協定書 につ いての最終打 ち合
わせ が行われ た。 この場 におい て,基 本協定書 のなかで空欄 とな っていた役.員
構成 の欄 に 「植村 あっせ んによって別途 協議」 の字句が挿 入され,基 本協定書
が完 成 した,,3社は同 目付で 「共 同石油株式 会社設立 に関す る基本協定書..1と,
この 文書 の補足事項 ・解釈 な どを定 めた 「共同石油株式 会社設 立に関す る基本
協定書につ いての覚書 」に調印 した3㌔
この基本協定書 を作成す るにあた っての基 本原則 は次 の通 りであ った。す な
わち,(1:1参加 各社は共存共栄をはか り,業 界の安定 に寄与す ること,[:2}新会
社の運営 に関 しては,参 加 各社 に不利益 ・不均衡 を生 じないよ うにする こと,
仙 参加 各社 は現 に有 し,ま た将 来有 す るそめ販売勢力 を全面 的 に新会社 に統
合す るこ と,〔斗)新会社 の設 立の意:義およびこの協 定の趣 旨に賛 成す る他 の民
族.系各社 の参 加を防げない こ と,㈲ 参加 各社 は原則 としてのれん代 を主張 し
ない こと,で あ っだ17)。
この基本協 定書 を作 成す る過程 で問題 とな った ことについて,主 要な点をい
くつか述べ ようc
(D販 売の集約 これ は,共 同石油設 立後3ヶ.月以 内に配油業務 を集約 し,
その後約1年 以 内に販売部 門を集約す るこ ととしだ粥:1。これ につ いて,配 油業
務集約後2～3年 で販 売集約を行 うとい う意見 もあ ったが,技 術 的 に最短で可
3の 共同石 油は,1.965年9月10日の設 立 と同時に、 これを確 認 した。
37〕共同石油ZO年史編纂委員会.前 掲 書,邸 ペー 端
38.;なお東亜石油は同社の小口直売部 門の.部 および直営給 油所 を別会社に移行させ,そ の ヒで販
売 を集約 し.たい と要請 した.こ れについては議 論の結果,例 外 として認め ることとなった.こ れ
が.東亜石油販売(の ちの伊藤 忠石油 販売)で あ った。
共同石油1グループ)の成立 〔1717P,5
能な1年 以 内と したD
② 油槽所の集約3社 の油槽所 はすべて新会社 に現 物出資す る ことと した。
その結.果,出資比率が 日本鉱業3:ア ジア石油2:東 亜石油2と ならなければ,
現 金出資て 調整す る こととし.た。 その後,こ の原則通 りに全 ての油槽所 が現物
出資された場合,ア ジア石油 ・東亜石油が 出資比率 を維持す るためには,現 金
出資が膨大 になるこ とが あ きらか とな り,利 害 調整 は難航 した。そ こで通 産省
ぽ現物 出資 の調整案 を提示 した、,その内容 は,こ の2社 の現:金出資による補填
額を圧 縮す るために,円 本鉱.業の出資 分か ら川崎油槽所 の一部鋤 を除外す るこ
と,そ して不足 額についてはアジア石油は比較 的に所 有の多い給 油所 の一部を
あて,ま た東亜石油 は段 階的に現 金出資で補填 する ことと しだ ㌔
樹 油種別仕入価格の統一 と損益折半ルール 利害の対立か ら もっ とも紛 糾 した
点 は,「精販 問で の油種別損益配分 を含 む仕 入価格問題で あった」1⊃とい う。仕
入価格の原則については合意に達 した。 しか し,精 製3社 と共販新会社 との間
の損益分配 について,「新会社 には赤字 を もた らさない」 とい う当初の合意 は,
「損益折.判 へ と改め られた。だが損益折半の方式 について は結論は出ず,結
局,新 会社の経営基盤が確立され るまでは新会社 に赤字 を もた らさず,新 会社
設立後 に通 産省 を加 えて損益 折半 ルールを確立す ることと しだ%ま たさ らに,
仕 入価格 を立地条件のちがいか ら,精 油所別 とす るか否か につい て も紛糾 した。
結局,油 種別 ・本価格 とし,当 面 は外航運賃の高い ・部 の精油所 について のみ,
格差 を設 ける こととして決着 した。
1:4)規格の統一 製品の品質は3礼 問の最高 品質 に統一す るこ とと した。規格
統 一 と品質向Lに 必要な設備は新 会社 が建 設 し,3社 に貸与す ることと した㌔
39)こ 才し`よ皐tr20億II]刷1当rこ声)・.)ンヒL、
仙}「 共 同石 油/基 本 協 定 ま とま るitイ1油文化 』 第13巻第8弓.,1.965年鮮Lア9ベ ー ジ.
4】)共1司.白油2{}年史編 纂委 員 会,前 掲 書,86ベ ー ジ.
42)こ の 際,H本 有油 ・東 亜燃 料1:業の 間 で行 わ れて い た損 益折 半 方 式 も検 討 さ れ た=、
43)と りあ え ず,日 本鉱 業 水 島.製油 所 の 水素 分解 装 置 り み を リ・一ス方 式で 建li:別一る こ と とL.オ..りこ
の 時 点 で は,こ のII本鉱 業 水 島製 油 所 イ(素分 解 装 置 の新 設 と,ア ジア石 油横 挽 製 油ガi[1三か ら 函 樺 製
油 所 へ の接 触 改 質装 置 の 移設 な どが 予 定 され て い た,.
86(472)第170巻 第5・6号』
〔5〕原油処理 これ につい ては通 産省 の生産調整指導 が存続 す る期 間は,.各
社は これに従 うこととした。 また グループ内での油種別 生産調整ルール も検討
されたが,結 局,新 会社 設立後 への もち こしに した。
このよ うなさまざまな点が,ふ たたび通 燕雀の指 導 ・調整な どを受 けなが ら
タリアーされ,1965年4月以 降の3ヶ 月間に渡 って行 われて きた基本協 定書の
作 成のための協議 は終 ったのである4%
VII共同石油の発足
1965年7月12目,.前 述 の 社 長 会 に お い て 基 本 協 定 が 承 認 さ れ た 後,こ れ が 切
り替 え ら れ 共 同 石 油 の 発 起 人 会 が 開 催 さ れ た 。 発 起 人 は,日 本 鉱 業,ア ジ ア 石
油,東 照 石 油,三 問 安.一,川 鍋 秋 蔵,近 藤 光 正,林 一 夫 の7者 で あ っ た 。 社 長
就 任 が 内 定 し て い た 林 が 発 起 人 総 代 と な り,定 款 や 設 立 の 大 綱 を 決 定 し た1%
だ が,人 事 の 問 題 に つ い て は さ ら に 調 整 が 必 要 で あ っ た 。 こ の 発 起.人会 に お
い て は,役 員 数 は3礼 の 出 資 比 率 に 応 じ る こ と と し た.し か し,林 を 日 本 鉱 業
出 身 と 判 断 す る か 否 か の 点 で 合 意 が 遅 れ た 。 そ の 結 果,1965年7月28目 に 予 定
して い た 創 立 総 会 は 延 期 す る こ と と な っ たc折 衝 を へ て 結 局,林 を ふ く め 各 社
の 非 常 勤 取 締 役,監 査 役 ま で を 各 社 出 身 役.員数 に 含 め る こ と に し た 。 そ し て 出
資 比 率 の 日 本 鉱 業3.:ア ジ ア 石 油2:東 亜 石 油2に も と づ い て,6人:4人:4
人 に す る こ と と な っ た 。 ま た 管 理 職 の 人 事 もす べ て3=2=2と す る こ と に し た 、
そ の 後,3社 と 金 融 機 関20行 は,1965年8∫]6目,資 本 金 の 払 込 を 完 ゴ し た 。
44)しか し,以 後 も同様 の問題で の紛糾が頻発す るこ ととなる。詳細 は圃稿 に譲 る。
45)設立 の大綱 は以 卜.の通 り。
:1:1社名(商 号う=共1司石油株式 会社
:2)株主構 成:ア ジア石油株式会社,東 亜石油株式 会社,日 本鉱 業株式 会社,関 係金融機 関
:3)資本金:授 権資本14億円,当 初の払 込3憶500し1万円
111当初の出資 〔現金出資):ア ジア石油株 式会社8DOO万円,東 亜石油株 式会社9000万円,ト1
木鉱業株 式会社1億2000万ILj,関係 金融機M7000万円
〔:5〕設立時 期1昭 和40年(1965年)7月31日の予定
附 業務 〔予定〕=.D新 会社 設.立後 潟 ヶ月以内 にア ジア石油,東 亜石油 および 日本鉱業 の配
仙部門の集約 をlll心と し,参加 各社か ら製品 の買収 り販売を行 うコ211)の集約後1ク.年
以内にアジア石油,東 亜石油,H4鉱 業の全イ1油販売部 門を新 会社 に統.含運営す る。
共a石 油 〔グルー プ〕の成立 〔473:1瀞
そ し て 同 月9日,創 立 総 会 が 開 催 さ れ た 。
196518月.10日,設 立 登 記 を 完.rし,こ こ に 共 同1石油 株 式 会 社 が 誕 、生 し た 。
VIIIお わ り に
以 ヒ,共 同石油(グ ループ)の 成立過程 をみ て きた。以 ドで は,そ の成立 を
可能 に した要 因と,そ の過程 にあらわれ た3社 の戦略 の持 ちか たにつ いてま と
めて,結 語 と したい。
第1に,共 同石油 の成立 は,通 産省 の共販 会社構想 と,日 本鉱業 ・ア ジア石
油 ・東亜石油 の3社 の戦略 的意 図 とが 一致 し,ロ」'能にな った ものであ った。
日本鉱 業 ・アジア石油 ・東亜石油 の3社 の戦略的意図 とは,ま ず,通 産省は
共販会社構想 に もとづ き新 会社設立 へ参加 する ことを3社 に対 し要請 したが,
この通産省の要請 に こたえれば,お のおの 自社に対す る石油精製設備能力の新
設 ・増強 の認rl∫を通産省 は優 先 的 に ワえて くれるはずで あ る,と い う もので
あ った。そ して,3仕 は この新会社へ参加す ることで,3礼 の精製が生産 した
石油製品 はこの民族.系石油共販会社 に売 り渡す ことが許 され,あ とはこの共販
会社が売 りさばいて くれ るであ ろう,と い うものであ った。
第2に,3社 の戦略的意図は,下 流部門全.体(石油精製か ら石油製品販売 ま
で)で,た とえば3.社で共有す る精製設備 をつ くる とい った具体的 な機能統合
を図 ろ うとす る もので はなか った。つ ま り3社 が有機的 な結合 関係 を構築 し,
相互 に発展 しあってい くこ とで 自ら も発展す る,あ るいば3社 が 自らの戦略 的
意図を他社 と擦 り合わせ,3社 おの おのの持つ利害 を調整 させ てい く,と い う
ものではなか った。それ は自社 の精製設備能力 の拡大.す なわ ち 自社 の利益 を
とにか く貫徹 させ よ うとす る もので あ った。つ ま り3社 の戦略 的意 図は,...激
す るものではあ ったが,そ れは具体 的な もの としての一致 ではな く,共 通 す る
もの ・普遍 的な もの としての一致で あ った。端 的にいえば,こ の一致 は,自 社
が新 会社 に参加 す るこ とで,3社 お のおの 自社 の利益 は とにか く確保で きる
(はずであ る)と い う構想 が,3社 おのおの に存在 していた ・3.社おのおの に
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共通 していた(そ してそれ以上の もので はなか った)と い う ・致で ある。
第3に,こ の ような3社 の戦略の持 ちかた は,国 内の石油企業各社が当時 の
いわゆ る石油 産業 の 「過当競 争」 とい う激烈な競 争下で,最 下流の販売.部門 に
おいてみずか ら積極 的に競 争を勝 ち抜 いてい こうとい う企業家的主体性あ る経
営戦略か ら後退 し,通 産省の政策に依存 す るものであ った4%
また,通 産省か ら共 同石油 の設立 に加 わ るよう要請 を受 けなが ら,こ れへの
参加を見送る こととな った大協 石油 も,企 業家的主体性 あ る積 極的な経 営か ら
は一.一歩ひいた ものであ った。大協石油 の共同石油 への不参加は,自 社傘.ドの特
約店 か らの激 しい反対 を受 けた ときに,管 理 的調 整能力を発揮 せず,そ の反対
に従わざるをえなか った もので あ り,大 協石油 としての消 極的な判 断に よるも
のであ った といえよ う。
このよ うな 日本鉱業 ・ア ジア石油 ・東亜石 油の3社 の,企 業家的主体性 あ る
経営 戦略 か ら後退 した消極 的なあ りか たは,共 同石油 の成 立の過程 に色濃 く反
映された といえよ 哉、それ は社.艮人事 と出資比率 とをめ ぐる協議 の過程 にあ ら
われた。す なわ ち,こ の協議 における何度 に も渡 る紛糾 に対 し.て利 害調整 能力
は発揮 されず,3社 の首脳陣 のみで は解決で きなか ったので あ る。通産 省の調
整や植村斡旋 とい った部外者 による仲介 ・裁定 を3社 首脳が仰 ぐことによ って
ようや く決着 した,と い うこ とはその象徴で ある といえよ う。
46:}共同有油社長 となった林一夫みずか ら,「民族 系とい うものは,政府 が育成.ζる義務が乙らる忘 じゃ
ないか.私 は 圏【撚 政府に義務が あると思 うんです よ.、と述べている。林,前 掲論.幻,38べ一郭
